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` 契約書の作成要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した入札書
等を提出し、前記２の競争参加資格を全て満
たす者であって、実施要項に定める評価方法
において明らかにした要件のうち、必須とさ
れた項目の要件を全て満たし、独立行政法人
中小企業基盤整備機構会計規程第34条の規定
に基づいて作成した予定価格の制限の範囲内
である入札者の中から、実施要項で定める方
法により落札者を決定する。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により本契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められる場合、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められる場合は、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち、評価の最も高い者を落札者とするこ
とがある。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c その他 詳細は、入札説明書及び実施要項
による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年 12月３日
独立行政法人中小企業基盤整備機構
近畿本部 分任契約担当役

本部長 小渕 良男
１ 調達内容
\ 調達件名及び数量 中小企業大学校関西校
における企業向け経営管理者研修等及び中小
企業支援担当者向け研修に係る業務 一式

] 調達件名の特質等 入札説明書及び中小企
業大学校における企業向け経営管理者研修等
及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務
民間競争入札実施要項（以下「実施要項」と
いう。）による。

^ 契約期間 契約締結日から平成26年３月31

日まで。
_ 履行場所 中小企業大学校関西校

（〒679`2282 兵庫県神崎郡福崎町高岡
1929）

` 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、入札金額を記載した
入札書及び企画書その他の書類（以下「入札

書等」という。）を提出すること。また、入札
金額は、研修委託費の総価を記入すること。
なお、落札者の決定にあたっては、入札書に
記載された金額に当該金額の100分の５に相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった金額の105分の100に相当す
る金額を記載すること。

３ 入札書等の提出場所等
\ 入札書等の提出場所及び問い合わせ先
〒679`2282 兵庫県神崎郡福崎町高岡1929

独立行政法人中小企業基盤整備機構 近畿
本部 中小企業大学校関西校 業務運営支援
課 扇谷、後藤 電話0790`22`5960

] 入札説明書、様式集及び実施要項の交付期
間及び方法
{ 交付期間 公告日から平成25年１月21日
（月曜）まで。

| 交付方法 入札説明書等は中小企業基盤
整備機構ホームページ
（http://www.smrj.go.jp/utility/bid/

index.html）から入手できる。入手できな
い者は\の問い合わせ先に照会すること。

^ 入札説明会及び現地見学の日時及び場所
平成24年12月13日（木曜）午後２時00分
〒679`2282 兵庫県神崎郡福崎町高岡1929

独立行政法人中小企業基盤整備機構 近畿
本部 中小企業大学校関西校 40人教室

_ 入札書等の提出期限 平成25年１月21日
（月曜）午後５時00分

` 開札の日時及び場所 平成25年２月６日
（水曜）午後２時00分 〒679`2282 兵庫県
神崎郡福崎町高岡1929 独立行政法人中小企
業基盤整備機構 近畿本部 中小企業大学校
関西校 50人教室

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年 12月３日
独立行政法人中小企業基盤整備機構
中国本部分任契約担当役

本部長 羽田 讓
１ 調達内容
\ 調達件名及び数量 中小企業大学校広島校
における企業向け経営管理者研修等及び中小
企業支援担当者向け研修に係る業務 一式

] 調達件名の特質等 入札説明書及び中小企
業大学校における企業向け経営管理者研修等
及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務
民間競争入札実施要項（以下「実施要項」と
いう。）による。

^ 契約期間 契約締結日から平成26年３月31

日まで。

２ 競争参加資格
\ 競争の導入による公共サービスの改革に関
する法律（平成18年法律第51号。以下「法」
という。）第15条において準用する法第10条
（第11号を除く。）に該当しない者であること。
] 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号。以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること（なお、未成年者又
は被補助人であって、契約締結のために必要
な同意を得ている者は、同条中、特別な理由
がある場合に該当する。）。

^ 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。

_ 平成23・24・25年度の独立行政法人中小企
業基盤整備機構における物品製造等競争参加
資格者名簿の「役務の提供等（3317その他）」
に登録された者であること。

` 単独で研修業務が担えない場合は、適正に
研修業務を遂行できる共同事業体（研修業務
を共同して行うことを目的として複数の民間
事業者により構成された組織をいう。以下同
じ。）として参加することができる。その場合
の要件については次のとおりとする。
{ 入札書等の提出時までに共同事業体を結
成し、代表者を定め、他の者は構成員とし
て参加すること。

| 代表者及び構成員は、本項の入札参加資
格を満たしていること。

} 代表者及び構成員は、他の共同事業体の
代表者若しくは構成員となり、又は、単独
で参加することはできない。

~ 共同事業体結成に関する協定書（又はこ
れに類する書類。）を作成すること。

a 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納
がない者であること。

b 独立行政法人中小企業基盤整備機構反社会
的勢力対応規程（規程22第37号）第２条に規
定する反社会的勢力に該当する者ではないこ
と。

c 実施要項案の策定に携わった法人でないこ
と（実施要項の策定過程で公表した案に対す
る意見募集に応じた者を除く。）。

４ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札書等を前記３_に
示す期日までに提出しなければならない。入
札者は、独立行政法人中小企業基盤整備機構
から入札書等に関し説明を求められた場合
は、これに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による入札、入札者に求められる義
務を履行しなかった者による入札、その他入
札に関する条件に違反した入札は無効とす
る。

` 契約書の作成要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した入札書
等を提出し、前記２の競争参加資格を全て満
たす者であって、実施要項に定める評価方法
において明らかにした要件のうち、必須とさ
れた項目の要件を全て満たし、独立行政法人
中小企業基盤整備機構会計規程第34条の規定
に基づいて作成した予定価格の制限の範囲内
である入札者の中から、実施要項で定める方
法により落札者を決定する。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により本契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められる場合、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められる場合は、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち、評価の最も高い者を落札者とするこ
とがある。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c その他 詳細は、入札説明書及び実施要項
による。
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